
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バインダと焼結可能な粉体とを含む焼結材料を、金型装置内のランナ部を介して
焼結材料成形型部に射出する焼結材料成形工程と、上記焼結材料成形工程において得られ
る焼結材料成形体から上記バインダを除去する脱脂工程と、上記脱脂工程を経た焼結材料
成形体を焼結して焼結成形体を形成する焼結工程とを含む粉体焼結成形体の製造方法であ
って、
　少なくとも上記ランナ部の一部又は全部を含む付加型部を上記金型装置内に形成する付
加型部形成工程と、
　上記脱脂工程又は上記焼結工程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離
可能な形態に変化する付加成形材料を、上記付加型部に射出して、上記焼結材料成形体と
一体的な付加成形部を形成する付加成形工程とを含む、粉体焼結成形体の製造方法。
【請求項２】
　上記焼結材料成形工程の前に、上記付加型部形成工程及び上記付加成形工程を行う粉体
焼結成形体の製造方法であって、
　上記付加型部形成工程において、上記ランナ部とともに上記焼結材料成形型部の一部又
は全部を構成する付加型部を形成するとともに、
　上記付加型部に形成した上記ランナ部を介して、上記焼結材料成形型部に上記焼結材料
を射出することにより、上記焼結材料成形工程が行われる、請求項１に記載の粉体焼結成
形体の製造方法。
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【請求項３】
　上記焼結可能な粉体が、金属粉体又はセラミック粉体である、請求項１又は請求項２の
いずれかに記載の粉体焼結成形体の製造方法。
【請求項４】
　上記付加成形材料が、上記焼結材料に含まれる上記バインダ又は上記バインダの主成分
を含んで構成される、請求項１から請求項３のいずれかに記載の粉体焼結成形体の製造方
法。
【請求項５】
　上記付加成形材料は、上記焼結工程において焼結しない粉体を含んで構成される、請求
項１から請求項４のいずれかに記載の粉体焼結成形体の製造方法。
【請求項６】
　上記焼結材料と上記付加成形材料とを、互いに相溶しない材料から形成した、請求項１
から請求項３のいずれかに記載の粉体焼結成形体の製造方法。
【請求項７】
　焼結可能な粉体と脱脂工程において除去可能なバインダとを含む焼結材料を、金型装置
内のランナ部を介して 焼結材料成形型部へ射出することにより焼結材料成形体を形
成する焼結材料成形工程と、
　少なくとも上記ランナ部の一部又は全部に対応する付加型部を上記金型装置内に形成す
る付加型部形成工程と、
　上記脱脂工程又は焼結工程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能
な形態に変化する付加成形材料を、上記付加型部を設けた金型装置内に射出することによ
り、上記ランナ部を含む付加成形部を形成する付加成形工程とを含み、
　上記焼結材料成形体と上記付加成形部とが上記金型装置内で一体的に形成される、粉体

成形体の製造方法。
【請求項８】
　上記付加成形工程において、上記付加成形部に上記焼結材料成形型部の一部又は全部に
対応する型部を形成し、
　上記型部を含んで構成される焼結材料成形型部を設けた金型装置内に、上記焼結材料を
射出して焼結材料成形工程が行われる、請求項７に記載の粉体射出成形体の製造方法。
【請求項９】
　上記焼結材料成形工程において、上記焼結材料成形体に、上記付加成形型部の一部又は
全部に対応する型部を形成し、
　上記型部を含んで構成される付加型部を設けた金型装置内に、上記付加成形材料を射出
して上記付加成形工程が行われる、請求項７に記載の粉体射出成形体の製造方法。
【請求項１０】
　上記付加成形材料が、上記焼結材料の焼結温度では焼結しない粉体を含んで構成されて
いる、請求項７から請求項９のいずれかに記載の粉体射出成形体の製造方法。
【請求項１１】
　上記焼結可能な粉体が、金属粉体又はセラミック粉体である、請求項７から請求項１０
のいずれかに記載の粉体射出成形体の製造方法。
【請求項１２】
　　焼結可能な粉体と脱脂工程において除去できるバインダとを含む焼結材料から形成さ
れ 焼結材料成形体と、
　上記脱脂工程又は焼結工程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能
な形態に変化する付加成形材料から形成されるとともに、 一部又は全部を
含んで形成される付加成形部 一体的に成形された、粉体射出成形体。
【請求項１３】
　上記付加成形部が、上記焼結材料成形体の表面の一部又は全部を覆うように形成されて
いる、請求項１２に記載の粉体射出成形体。
【請求項１４】

10

20

30

40

50

(2) JP 3702406 B2 2005.10.5

複数の

射出

るとともにランナ部を介して一体的に成形された複数の

上記ランナ部の
とが



　上記付加成形材料が、上記焼結材料の焼結温度では焼結しない粉体を含んで構成されて
いる、請求項１２又は請求項１３のいずれかに記載の粉体射出成形体。
【請求項１５】
　上記焼結可能な粉体が、金属粉体又はセラミック粉体である、請求項１２から請求項１
４のいずれかに記載の粉体射出成形体。
【請求項１６】
　焼結可能な粉体と脱脂工程において除去できるバインダとを含む焼結材料を射出して焼
結材料成形体を成形する 焼結材料成形型部と、
　上記脱脂工程又は焼結工程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能
な形態に変化する付加成形材料を射出して形成されるとともに、上記 焼結材料成形
型部に連通 ランナ部の一部又は全部
を含む付加成形部を成形する付加成形型部とを備え、
　上記各型部を順次金型装置内に形成できるように構成した、金型装置。
【請求項１７】
　上記焼結材料成形型部及び／又は上記付加成形型部の一部又は全部がＬＩＧＡプロセス
によって形成された、請求項１６に記載の粉体射出成形用金型装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本願発明は、粉体焼結成形体の製造方法等に関する。詳しくは、バンイダと焼結可能な粉
体とを含む焼結材料を金型内に射出する焼結材料成形工程を含む、粉体焼結成形体の製造
方法等に関する。
【０００２】
【従来の技術】
粉体射出成形法は、金属等の粉体を樹脂バインダ等と加熱混合して流動性をもたせ、これ
を射出成形して成形体を製作する焼結材料成形工程と、この成形体を加熱して上記樹脂バ
インダを除去する脱脂工程を行い、次いで、さらに高い温度に加熱して上記粉体を焼結さ
せる焼結工程を含んで構成される。粉体として金属を使用する場合にはＭＩＭ法（ＭＥＴ
ＡＬ　ＰＯＷＤＥＲ　ＩＮＪＥＣＴＩＯＮＭＯＬＤＩＮＧ）として知られており、複雑な
形状をした金属部品等を製造する場合に広く採用されている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
粉体射出成形法は、プラスチックを成形するものとほぼ同様の射出成形機を使用するが、
添加される焼結粉体の割合が樹脂バインダに比べて多いため、通常の樹脂成形品に比べて
、中間体としての射出成形体の強度が低い。特に、粉体射出成形法においては、射出成形
後に脱脂工程及び焼結工程を行わなければならないため、その間のハンドリングが問題に
なることが多い。たとえば、複雑な形状の射出成形体を、次の工程に移行する間に破損さ
せてしまうといった問題が生じやすい。
【０００４】
また、射出成形体の強度が弱いため、金型から離型させる場合に破損させることも多い。
特に、複雑な形状を有する成形体や小さな成形体は、金型から離型させるのが困難である
。
【０００５】
　さらに、通常の樹脂射出成形では、小さな成形品を成形する場合、ランナ等を介して複
数個の成形品を一度の射出工程で成形する場合が多い。しかしながら、粉体射出成形法で
は、上述のように射出成形体の強度が低いため、ランナ等を設けて多数の製品を一度に射
出成形した場合、型から離型させるのが非常に困難になる。また、ランナ等の接続部の強
度が低いため、ランナ等を介して一連に繋がった複数の成形品を、樹脂射出成形品のよう
に一体的にハンドリングするのは困難である。しかも、粉体射出成形法では、金型内にお
ける成形材料の温度低下によって、流動性が大きく低下する。したがって、小さくて複雑
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な形状の製品を粉体射出成形法で製造する場合には、生産効率が非常に低くなる。。
【０００６】
近年、ＬＩＧＡプロセス（Ｌｉｔｈｏｇｒａｐｈｉｅ　Ｇａｌｖａｎｏｆｏｒｍｕｎｇ　
Ａｂｆｏｒｍｕｎｇ）によって形成した金型を用いて樹脂を射出成形し、いわゆるマイク
ロマシン等を製作する試みがなされている。しかしながら、上記の理由によって、金属あ
るいはセラミックを含む粉体射出成形体からマイクロマシンを製作するのは非常に困難で
あった。
【０００７】
　本願発明は、上述の事情のもとで考え出されたものであって、上記従来の問題を解決し
、複雑な形状を射出成形した場合でも容易に離型させることができる。また、粉体射出成
形体のハンドリングを容易に行うことができるとともに、焼結材料を射出成形する際の温
度低下を緩和し、射出成形材料の流動性を改善できる。これにより、ランナ部で繋がった
複数個の製品を同時に成形することが可能となり、樹脂成形品のように一体的にハンドリ
ングすることも可能となる。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
上記課題を解決するため、本願発明では次の技術的手段を講じている。
【０００９】
　本願の請求項１に記載した発明は、バインダと焼結可能な粉体とを含む焼結材料を、金
型装置内のランナ部を介して複数の焼結材料成形型部に射出する焼結材料成形工程と、上
記焼結材料成形工程において得られる焼結材料成形体から上記バインダを除去する脱脂工
程と、上記脱脂工程を経た焼結材料成形体を焼結して焼結成形体を形成する焼結工程とを
含む粉体焼結成形体の製造方法であって、少なくとも上記ランナ部の一部又は全部を含む
付加型部を上記金型装置内に形成する付加型部形成工程と、上記脱脂工程又は上記焼結工
程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能な形態に変化する付加成形
材料を、上記付加型部に射出して、上記焼結材料成形体と一体的な付加成形部を形成する
付加成形工程とを含むものである。
【００１０】
本願発明に係る粉体焼結成形体の製造方法は、金型内に少なくとも２種類の成形材料を射
出する複数の成形工程を含んで構成される。本願発明に用いられる射出成形機は、少なく
とも２種類の成形材料を一組の金型内に連続的にあるいは間欠的に射出できるように構成
されていればよい。また、複数の射出成形の間で金型を移動させて、連続的に複数の射出
成形工程を行うように構成することもできる。さらに、熱可塑性の樹脂バインダを採用し
て熱間で射出成型することもできるし、水系の樹脂バインダを採用して冷間で射出成型す
ることもできる。
【００１１】
また、上記焼結材料成形体を複数の射出成形工程によって形成することもできるし、上記
付加生成部を複数の射出成形工程によって形成することもできる。上記複数の射出成形工
程を行うために、複数の成形型部を順次設けることができる金型が用いられる。
【００１２】
さらに、本願発明に係る射出成形体は、焼結粉体を含む焼結材料成形体と焼結粉体を含ま
ない付加成形部とが一体的に形成される。上記焼結材料成形体及び上記付加成形部は、各
々単一の成型材料から形成することもできるし、各々複数種類の成形材料から構成するこ
ともできる。
【００１３】
　熱可塑性のバインダを用いた従来の粉体射出成形法では、成形材料の流動性が低いため
、ランナ部を介して複数の射出成形体を同時に形成することは困難であった。本願発明で
は、上記の問題を解決するため、少なくとも上記ランナ部の一部又は全部を含む付加型部
を上記金型装置内に形成する付加型部形成工程と、上記脱脂工程又は上記焼結工程におい
て上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能な形態に変化する付加成形材料を上
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記付加型部に射出して、上記焼結材料成形体と一体的な付加成形部を形成する付加成形工
程が行われる。
【００１４】
　すなわち、上記ランナ部を含む付加成形部を付加成形材料から形成し、このランナ部を
介して焼結材料を複数の焼結材料成形型部に射出充填する。上記付加成形材料は、上記脱
脂工程又は上記焼結工程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能な形
態に変化する材料から構成される。したがって、金型に比べて断熱性が高く、成形過程に
おける焼結材料の流動性が低下するのを防止できる。上記ランナ部の一部を上記付加成形
型部内に形成することもできるし、上記ランナ部の全部を上記付加成形部内に形成するこ
ともできる。
【００１５】
　本願発明においては、上記付加成形部は、少なくとも上記ランナ部の一部又は全部を含
むように形成される。そして、上記付加成形部は、焼結材料成形体と一体化された状態で
金型装置から離脱させられる。上述したように、粉末射出成形体の強度が低いため、細い
棒状のランナ部に変形や損傷が生じやすかった。本願発明では、ランナ部が、付加成形部
内に埋め込み状あるいは添着した状態で形成できるため、離型の際の変形や損傷を防止で
きる。特に、微小な成形品を射出成形する場合に、ランナ部を付加成形部に埋め込むよう
にして形成すると、成形品およびランナ部を一体的に容易に離型させることができる。ま
た、脱脂工程前に、上記ランナ部を付加成形部と一体的に除去することも可能となる。こ
の結果、微小な成形品の生産効率を格段に高めることができる。
【００１６】
　また、離型させた後に成形品を搬送する場合、従来の樹脂成形品と同様に取り扱うこと
が可能となる。たとえば、焼結材料成形部を付加成形部に埋め込むようにして形成すると
、焼結材料成形部に傷等がつく恐れがなくなり、射出成形体のハンドリング性が格段に向
上するとともに、不良品の発生を防止できる。特に、ランナ部を介して複数個の製品を同
時に成形する場合、これらを樹脂成形品のように一体的にハンドリングすることも可能と
なる。
【００１７】
　また、上記ランナ部及び上記焼結材料成形体を上記付加成形部に埋め込み状に形成する
ことにより、脱脂工程前に二次加工を行う際の位置決め等を容易に行うことも可能になる
。
【００１８】
　また、上記脱脂工程や上記焼結工程において、上記ランナ部及び上記焼結材料成形体の
形状が保持されるため、焼結成形体の精度を高めることもできる。
【００１９】
　付加成形部を設ける位置は特に限定されることはない。上記ランナ部及び上記焼結材料
成形体の表面の全部を覆うように形成することもできるし、一部を覆うように形成するこ
ともできる。
【００２０】
上記付加成形部は、上記脱脂工程又は上記焼結工程において上記焼結材料成形体から除去
されあるいは分離可能な形態に変化するため、焼結材料成形部に悪影響を与えることはな
い。
【００２１】
　本願発明に係る焼結材料は、従来の粉体射出成形材料と同様に、バインダと焼結可能な
粉体とを含んで構成される。上記バインダ及び上記焼結可能な粉体の種類は、特に限定さ
れることはない。たとえば、請求項３に記載した発明のように、焼結可能な粉体として、
金属粉体又はセラミック粉体を採用することができる。
【００２２】
　一方、付加成形材料は、上記脱脂工程又は上記焼結工程において上記焼結材料成形体か
ら除去されあるいは分離可能な形態に変化するように構成されている。上記付加成形材料
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として、請求項４に記載した発明のように、上記焼結材料に含まれる上記バインダ又は上
記バインダの主成分を含んで構成することができる。バインダとして採用した樹脂材料を
そのまま採用することもできる。これにより、上記焼結材料成形体中のバインダと同様に
、脱脂工程において容易に除去することが可能となる。
【００２３】
付加成形部を金型より断熱性の高い樹脂材料で形成することにより、焼結材料を射出成形
する際の温度低下を緩和することができる。これにより、金型内での流動性が改善され、
精度の高い射出成形体を形成することができる。
【００２４】
　上記付加成形材料として、請求項５に記載した発明のように、上記焼結工程において焼
結しない粉体を含んで構成することができる。たとえば、焼結材料成形体を金属粉体を含
んで構成する一方、上記焼結しない粉体としてセラミック粉体を採用することができる。
【００２５】
一般的にセラミックの焼結温度は金属の焼結温度より高い。したがって、上記構成の材料
から形成される射出成形体を、上記金属粉体が焼結する温度で焼結させると、上記付加成
形部が粉体化あるいは砂状化し、焼結成形体から容易に分離させることができる。さらに
、上記セラミック粉体中に焼結成形体が埋まるようにして焼結工程が行われるため、焼結
工程における焼結成形体の変形等を防止する効果を発揮させることも可能となる。特に、
上記脱脂工程と上記焼結工程とを連続的に行う場合に効果が高い。
【００２６】
　本願の請求項６に記載した発明は、上記焼結材料と上記付加成形材料とを、互いに相溶
しない材料から形成したものである。たとえば、上記付加成形材料を、上記焼結材料に含
まれる樹脂バインダと相溶しない樹脂材料から形成することができる。
【００２７】
上記付加成形部は、後に上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離されるものである
。したがって、射出成形工程において相溶性のない材料を選択することにより、焼結成形
体の表面精度等を向上させることができる。たとえば、焼結材料のバンイダとしてポリア
セタール樹脂（ＰＯＭ）を採用する一方、付加成形材料にアクリル樹脂（ＰＭＭＡ）を採
用することができる。
【００２９】
　本願の請求項２に記載した発明は、上記焼結材料成形工程の前に、上記付加型部形成工
程及び上記付加成形工程を行う粉体焼結成形体の製造方法であって、上記付加型部形成工
程において、上記ランナ部とともに上記焼結材料成形型部の一部又は全部を構成する付加
型部を形成するとともに、上記付加型部に形成した上記ランナ部を介して、上記焼結材料
成形型部に上記焼結材料を射出することにより、上記焼結材料成形工程を行うものである
。
【００３０】
　請求項２に記載した発明では、まず、上記ランナ部を含む付加成形部を射出成形して、
焼結材料成形型部に連続する型を形成する。次に、上記付加成形部から形成される上記ラ
ンナ部を介して焼結材料を上記焼結材料成形型部に射出して、上記付加成形部と一体化さ
せる。上記付加成形部に形成する型部は、少なくとも上記ランナ部を含むものであれば、
焼結材料射出成形体の一部に対応するものであってもよいし、全部に対応するものであっ
てもよい。全部に対応する場合には、焼結材料射出成形体が、付加成形部に埋まるような
形態で射出成形体が形成される。上記付加成形部を構成する付加成形材料は、金型に比べ
て断熱性が高い。このため、焼結材料の流動性がランナ部等において低下するのを防止で
きる。
【００３４】
　本願の請求項７から請求項１１に記載した発明は、粉体射出成形体の製造方法に関する
ものである。
【００３５】
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　本願の請求項７に記載した発明は、焼結可能な粉体と脱脂工程において除去可能なバイ
ンダとを含む焼結材料を、金型装置内のランナ部を介して複数の焼結材料成形型部へ射出
することにより焼結材料成形体を形成する焼結材料成形工程と、少なくとも上記ランナ部
の一部又は全部に対応する付加型部を上記金型装置内に形成する付加型部形成工程と、上
記脱脂工程又は焼結工程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能な形
態に変化する付加成形材料を、上記付加型部を設けた金型装置内に射出することにより、
上記ランナ部を含む付加成形部を形成する付加成形工程とを含み、上記焼結材料成形体と
上記付加成形部とが上記金型装置内で一体的に形成される、粉体射出成形体の製造方法に
係るものである。
【００３６】
　本願発明に係る粉体射出成形体は、上記ランナ部が上記付加成形部によって保護される
。このため、上記ランナ部の強度が補強され、射出成形体のハンドリング性が格段に高ま
る。したがって、上記射出成形体を、中間製品あるいは焼結成形体の一種の部品として取
り扱うことも可能となる。しかも、中間製品として二次加工等を容易に行うこともできる
。
【００３７】
　本願の請求項８に記載した発明は、上記付加成形工程において、上記付加成形部に上記
焼結材料成形型部の一部又は全部に対応する型部を形成し、上記型部を含んで構成される
焼結材料成形型部を設けた金型装置内に、上記焼結材料を射出して焼結材料成形工程が行
われるものである。
【００３８】
　本願の請求項９に記載した発明は、上記焼結材料成形工程において、上記焼結材料成形
体に、上記付加成形型部の一部又は全部に対応する型部を形成し、上記型部を含んで構成
される付加型部を設けた金型装置内に、上記付加成形材料を射出して上記付加成形工程が
行われるものである。
【００３９】
　本願の請求項１０に記載した発明は、上記付加成形材料が、上記焼結材料の焼結温度で
は焼結しない粉体を含んで構成されているものである。
【００４０】
　本願の請求項１１に記載した発明は、上記焼結可能な粉体に、金属粉体又はセラミック
粉体を採用したものである。
【００４１】
　本願の請求項１２から請求項１５に記載した発明は、粉体射出成形体に係るものである
。
【００４２】
　本願の請求項１２に記載した発明は、焼結可能な粉体と脱脂工程において除去できるバ
インダとを含む焼結材料から形成されるとともにランナ部を介して一体的に成形された複
数の焼結材料成形体と、上記脱脂工程又は焼結工程において上記焼結材料成形体から除去
されあるいは分離可能な形態に変化する付加成形材料から形成されるとともに、上記ラン
ナ部の一部又は全部を含んで形成される付加成形部とが一体的に成形された、粉体射出成
形体に係るものである。
【００４３】
　本願の請求項１３に記載した発明は、上記付加成形部が、上記焼結材料成形体の表面の
一部又は全部を覆うように形成されているものである。
【００４４】
　本願の請求項１４に記載した発明は、上記付加成形材料が、上記焼結材料の焼結温度で
は焼結しない粉体を含んで構成されているものである。
【００４５】
　本願の請求項１５に記載した発明は、上記焼結可能な粉体として、金属粉体又はセラミ
ック粉体を採用したものである。
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【００４６】
　本願の請求項１６に記載した発明は、焼結可能な粉体と脱脂工程において除去できるバ
インダとを含む焼結材料を射出して焼結材料成形体を成形する複数の焼結材料成形型部と
、上記脱脂工程又は焼結工程において上記焼結材料成形体から除去されあるいは分離可能
な形態に変化する付加成形材料を射出して形成されるとともに、上記複数の焼結材料成形
型部に連通して上記焼結材料成形型部に上記焼結材料を充填するランナ部の一部又は全部
を含む付加成形部を成形する付加成形型部とを備え、上記各型部を順次金型装置内に形成
できるように構成した、金型装置に関する。
【００４７】
上記金型は、複数の型部材から構成され、焼結材料成形工程において焼結材料成形型部を
形成することができるとともに、付加成形工程において付加型部を成形できるように構成
される。上記金型は、上記焼結材料成形工程と上記付加成形工程のどちらを先に行うよう
に構成してもよい。
【００４８】
　本願の請求項１７に記載した発明は、上記焼結材料成形型部及び／又は上記付加成形型
部の一部又は全部がＬＩＧＡプロセスによって形成されたものである。
【００４９】
上記ＬＩＧＡプロセスは、微小な金型を形成するのに適した加工法であり、上金型を採用
することにより、マイクロマシン等の微小部品を精度高く、しかも効率的に成形すること
が可能となる。
【００５０】
【発明の実施の形態】
以下、本願発明の実施の形態を図に基づいて具体的に説明する。
【００５１】
図１から図６に本願発明の第１の実施の形態を示す。
【００５２】
なお、本実施の形態では、ステンレス鋼粉末とポリアセタール系の樹脂バインダを含んだ
焼結材料採用する一方、上記付加成形材料として、上記樹脂バインダの主成分であるポリ
アセタール系の樹脂を採用している。
【００５３】
図１に本願発明に係る粉末焼結成形体の製造に用いる金型１の概要を示す。本実施の形態
では、図５及び図６に示す有底段付円筒体を形成する場合に本願発明を適用している。
【００５４】
本実施の形態では、上記金型１を、一つの下型２と、この一つの下型２と順次組み合わさ
れる二つの上型３，４とによって構成している。上記下型２と各上型３，４とを順次組み
合わせることにより、射出成形材料を射出充填する２つのの射出空間が順次構成される。
上記２つの射出成形空間に、２軸射出成形機等によって順次成形材料を射出することによ
り、本願発明に係る射出成形体が形成される。
【００５５】
図２に示すように、上記下型２と上記上型３とを組み合わせることにより、付加成形部５
を成形するための付加型部６が構成される。一方、図３に示すように、上記下型２と上記
上型４とを組み合わせることにより、焼結材料成形体７を成形するための焼結材料成形型
部８が構成される。上記上型３には、付加成形材料９を射出するためのゲート１０が設け
られている。また、上記上型４には、焼結材料１１を射出するためのゲート１２が設けら
れている。
【００５６】
図２から図６及び図１３に基づいて、本実施の形態に係る粉体焼結成形体の製造方法を具
体的に説明する。
【００５７】
本実施の形態では、図２に示すように、まず、上記下型２と上記上型３とを組み合わせて
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、付加型部６を構成する（Ｓ１０１）。上記下型２には、円筒内面状の型部１３が形成さ
れている。一方、上記上型３には、焼結材料成形体の外周部の形状に対応した段付円柱状
の型部１４が形成されている。上記下型２と上記上型３とによって形成される付加材料射
出成形空間内に付加成形材料９を射出することにより、外周部が段なしの円柱状をしてい
る一方、内側上部に上記焼結材料成形体７の外周部に対応する段付の凹状型部１５を備え
る付加成形部５が形成される（Ｓ１０２）。
【００５８】
上記付加成形部５を成形した後、上記上型３を上記上型４に交換する。上記上型４には、
上記焼結材料成形体７の内周部の形状に対応した形態の段付円柱状の型部１６が形成され
ている。上記付加成形部５の凹状型部１５と上記上型４の型部１６とによって形成される
焼結材料成形型部８によって、焼結材料１１を充填する焼結材料射出成形空間が構成され
る（Ｓ１０３）。そして、上記焼結材料射出成形空間内に焼結材料１１を射出することに
より、下型２と上型４とで構成される金型１内に、上記付加成形部５と上記焼結材料成形
体７とが一体化された射出成形体１７が形成される（Ｓ１０４）。
【００５９】
本実施の形態では、上記付加成形部５が樹脂材料で形成されているため、上記焼結材料成
形型部８の断熱性が高まっている。このため、焼結材料を射出した場合の流動性が低下す
ることがなく、精度の高い焼結材料成形体７を形成することができる。
【００６０】
次に、上記射出成形体１７を金型から離型させる（Ｓ１０５）。上記焼結材料成形体７は
、粉体の割合が多いため強度が低い。このため、段付円筒状の形態のままでは離型させる
場合に、角部等に損傷を受けやすい。本実施の形態では、図４に示すように、上記射出成
形体１７は、焼結材料成形体７の外周部を覆うように付加成形部６が一体的に形成されて
いるため、離型の際に角部等が傷む恐れはない。
【００６１】
次に、上記射出成形体１７を脱脂炉に搬送して、脱脂工程を行う（Ｓ１０６）。本実施の
形態では、離型させた後に脱脂炉に搬送する場合にも、焼結材料成形体７の外周部を保護
できるため、ハンドリングが極めて容易になる。このため、歩留りも格段に向上する。
【００６２】
本実施の形態に係る付加成形部５は、上記焼結材料に採用した樹脂バインダと同じ樹脂材
料で形成されている。このため、脱脂工程において、上記付加成形部５を焼結材料に含ま
れる上記樹脂バインダと同時に焼結材料成形体から除去できる。
【００６３】
上記脱脂工程において樹脂バインダ及び付加成形部を除去した後、焼結工程が行われる（
Ｓ１０７）。上記脱脂工程と上記焼結工程は、同一の炉内で連続して行ってもよい。上記
焼結工程を行うことにより、粉体焼結成形体１８が形成される（Ｓ１０８）。
【００６４】
図７から図１２に、本願発明の第２の実施の形態を示す。この実施の形態は、第１の実施
の形態に係る焼結材料成形体７を複数個同時に射出成形する場合に、本願発明を適用した
ものである。
【００６５】
図７及び図８に示すように、本実施の形態に係る金型２１は、第１の実施の形態と同様に
、一つの下型２２と、この一つの下型２２と順次組み合わされる二つの上型２３，２４と
を備えて構成されている。上記下型２２には、付加成形材料２９を射出するためにゲート
３０が設けられている。一方、上記上型２４には、焼結材料３１を射出するための一対の
ゲート３２，３２が設けられている。
【００６６】
図７から図１２、図１３及び図１４に基づいて、本実施の形態に係る粉体焼結体の製造方
法を具体的に説明する。なお、図１３におけるステップ１０１からステップ１０５までは
第１の実施の形態と同様の手順で行われる。
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【００６７】
図７に示すように、本実施の形態では、まず、上記下型２２と上記上型２３とを組み合わ
せて、付加型部２６を形成する（Ｓ１０１）。上記下型２２には、方形内面を備える凹状
型部３３が形成されている。一方、上記上型２３には、複数の焼結材料成形体２７の外周
形状に対応した複数の段付き円柱状の凸部を備える型部３４が形成されており、上記型部
３３と上記型部３４とを組み合わせることにより付加型部２６が構成される。上記下型２
２と上記上型２３とによって形成される付加成形空間内に付加材料２９を射出することに
より、外周部が直方体状をしている一方、内側上部に複数の焼結材料成形体７の外周部に
対応する凹状型部３５を備える付加成形部２５が形成される（Ｓ１０２）。
【００６８】
上記付加成形部２５を成形した後、上記上型２３を上記上型２４に交換する。上記上型２
４には、図８に示すように、各焼結材料成形体２７の内周部の形状に対応した形態の複数
の段付円柱状の型部３６及び各型部３６を連結するランナ型部３８が形成されている。上
記付加成形部２５の凹状型部３５と上記上型２４の型部３６とによって形成される焼結材
料成形型部２８によって、焼結材料３１を充填する焼結材料射出空間が構成される（Ｓ１
０３）。そして、上記焼結材料射出空間内に、ランナ型部３８を介して焼結材料３１を射
出する。これにより、図１０に示すように、金型２１内に、上記付加成形部２５と複数の
焼結材料成形体２７とランナ部３９とが一体化された射出成形体３７が形成される（Ｓ１
０４）。
【００６９】
次に、上記射出成形体３７を金型１から離型させる（Ｓ１０５）。上記焼結材料成形体２
７は、粉体の割合が多いため強度が低い。しかも、上記ランナ部３９は、焼結材料成形体
２７に比べて細く強度がさらに低い。このため、焼結材料成形体にランナ部３９を付属さ
せたままでは金型から離型させるのが非常に困難である。図９及び図１０に示すように、
本実施の形態に係る上記射出成形体３７は、焼結材料成形体２７の外周部を覆うように付
加成形部２５が一体的に形成されているため、焼結材料成形体２７やランナ部３９を保護
しつつ、極めて容易に離型させることができる。なお、実施の形態では、ランナ３９の下
面を付加成形部の表面に添着するように形成しているが、ランナ３９の全体を付加成形部
２５に埋め込むように形成することもできる。
【００７０】
実施の形態では、上記射出成形体３７のランナ部３９は、図９及び図１０に示すように、
直方体状の付加成形部２５の上面から突出するように形成されている。したがって、図１
１に示すように、射出成形後に機械加工によって上記ランナ部３９のみを容易に除去する
ことができる（Ｓ２０１）。上記ランナ部３９を除去した後、脱脂・焼結すると（Ｓ２０
２・Ｓ２０３）、図１２に示す複数の焼結成形体４０が形成される（Ｓ２０４）。
【００７１】
また、離型させた後に脱脂焼結炉に搬送する場合にも、焼結材料成形体７の外周部を上記
付加成形部２５によって保護できるため、ハンドリングが極めて容易になる。また、上述
したように、ランナ部３９を除去することも容易に行うことができる。
【００７２】
また、本実施の形態では、複数の焼結材料成形体が規則正しく配列されているため、脱脂
工程前に穴開け加工等の二次加工を容易に施すこともできる。このため、歩留りが格段に
向上するばかりでなく、生産効率を格段に向上させることができる。
【００７３】
図１５に、本願発明に係る第３の実施の形態に係るフローチャートを示す。
【００７４】
本実施の形態には、図１３のステップ１０５以降においてステップ３０１からステップ３
０５を行うものである。
【００７５】
本実施の形態においては、ランナ部を付属させたまま脱脂工程（Ｓ３０１）及び焼結工程
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（Ｓ３０２）を行う。上記ランナ部を介して複数の成形体が規則的に連結されているため
、穴開け、メッキ等の二次加工を効率よく行うことが可能となる。上記ランナ部は、二次
加工の前あるいは後に、機械加工によって除去される。
【００７６】
図１６に、本願発明の第４の実施の形態に係るフローチャートを示す。
【００７７】
本実施の形態は、図１３のステップ１０１からステップ１０８に代えてステップ４０１か
らステップ４０８を行うものである。
【００７８】
なお、ステップ４０５から図１４又は図１５に示すフローチャートの工程に移行すること
もできる。
【００７９】
図４に示す射出成形体の付加成形部は、形状、目的によっては焼結材料成形体の成形後に
成形することができる。本実施の形態では、まず、焼結材料射出空間を形成して（Ｓ４０
１）、焼結材料を射出し（Ｓ４０２）、次いで、付加成形空間を成形して（Ｓ４０３）、
付加材料を射出するものである（Ｓ４０４）。
【００８０】
たとえば、射出成形体の形状は簡単ではあるが、脱脂工程前に複雑な二次加工を行うため
の位置決め部等を成形する場合等に好適である。
【００８１】
図１７及び図１８に、本願発明の第５の実施の形態を示す。
【００８２】
図１７に示すように、本実施の形態においては、第１の実施の形態と同様に、焼結材料を
金属粉体と脱脂工程において除去される樹脂バインダを含んで構成する。一方、上記付加
成形材料を、上記樹脂バインダと上記金属粉体の焼結温度では焼結しないセラミック粉体
４３を含んで構成する。
【００８３】
なお、本実施の形態においては、上記付加成形部の成分のみ異なり、射出成形工程、脱脂
工程及び焼結工程は、上述した実施の形態と同様に行われるので説明は省略する。また、
作用を説明するために、セラミック粉体４３の大きさを目に見える程度の大きさで表現し
ているが、セラミック粉体の粒度等は、焼結成形体の形状、材料、目的等に応じて設定す
ればよく、特に限定されることはない。
【００８４】
図１７に示す射出成形体５７は、上記セラミック粉体４３を含む方形の付加成形部４５に
、図９に示す第２の実施の形態と同様に、複数の焼結材料成形体４７を埋め込むようにし
て形成されている。また、上記付加成形部４５を上記焼結材料成形体４７と一体的に設け
ることにより、上記焼結材料成形体を保護し、離型性、ハンドリング性等を向上させるの
は、上述した各実施の形態と同様である。
【００８５】
一方、上記付加成形部４５は、上記金属粉体の焼結温度では焼結しない粉体４３を含んで
構成されるため、脱脂工程ないし焼結工程において、樹脂バインダを除去すると、図１８
に示すように、砂状に変形し、脱脂後の焼結材料成形体あるいは焼結後の焼結成形体４８
から容易に除去できる形態に変化する。
【００８６】
図１８に示すように、脱脂炉あるいは焼結炉の床面４２に、上記射出成形体を載置して脱
脂工程ないし焼結工程を行うと、上記焼結成形体４８が上記セラミック粉体に埋まるよう
にして脱脂されあるいは焼結される。このため、脱脂工程ないし焼結工程において、上記
焼結材料成形体の変形を防ぐ効果を発揮させることができる。
【００８７】
なお、上記脱脂工程あるいは上記焼結工程のいずれかにおいて、上記付加成形部のセラミ
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ック粉体の保形性を喪失させるように構成することもできる。特に、脱脂工程と焼結工程
を連続して行う場合等においては、一方の工程においてあるいは双方の工程にかけて、上
記セラミック粉体を砂状化させるように構成することができる。
【００８８】
本願発明は、上述した実施の形態に限定されることはない。焼結材料成形体及び付加成形
部の組成、形状等も実施の形態に限定されることはなく、種々の組成、形態のものを採用
できる。
【００８９】
また、焼結材料として金属粉体を採用したが、セラミック粉体等の他の焼結可能な粉体を
採用できる。
【００９０】
また、実施の形態では、付加成形材料として、焼結材料成形体を構成する樹脂バインダを
採用したが、他の樹脂材料を採用することができる。たとえば、焼結材料成形体の表面精
度等を向上させるため、焼結材料成形体に含まれる樹脂バインダと相溶性のない樹脂材料
を採用することができる。
【００９１】
また、実施の形態では、付加成形部と焼結材料成形体とを各々一度の射出成形によって形
成したが、複数の射出成形工程によって形成することもできる。
【００９２】
また、実施の形態では、付加成形部と焼結材料成形体とを各々一種類の材料から形成した
が、複数の射出成形工程による複数の材料で形成することもできる。
【００９３】
また、本願発明では、熱間の射出成形法に本願発明を適用したが、水系のバインダを用い
た冷間の射出成形法に本願発明を適用することもできる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本願発明の第１の実施の形態に係る射出成形体を形成するための金型の断面図で
ある。
【図２】図１に示す金型によって付加成形部を成形する状態を示す断面図である。
【図３】図１に示す金型によって焼結材料成形体を成形する状態を示す断面図である。
【図４】図２及び図３の金型によって成形された射出成形体の断面図である。
【図５】図４に示す射出成形体を脱脂、焼結して形成される粉体焼結成形体の断面図であ
る。
【図６】図５に示す粉体焼結成形体の斜視図である。
【図７】本願発明の第２の実施の形態に係る射出成形体の付加成形部を射出成形する状態
を示す図であり、図２に相当する断面図である。
【図８】本願発明の第２の実施の形態に係る粉体射出成形体の焼結材料成形体を射出成形
する状態を示す図であり、図３に相当する断面図である。
【図９】図７及び図８の工程によって製造された射出成形体の断面図である。
【図１０】図９に示す射出成形体の斜視図である。
【図１１】図１０に示す射出成形体に二次加工を施してランナ部を除去した状態を示す斜
視図である。
【図１２】図１１に示す射出成形体を脱脂、焼結して得られる粉体焼結成形体の斜視図で
ある。
【図１３】第１の実施の形態に係る粉体焼結成形体の製造方法の手順を示すフローチャー
トである。
【図１４】第２の実施の形態に係る粉体焼結成形体の製造方法の手順の一部を示すフロー
チャートである。
【図１５】第４の実施の形態に係る粉体焼結成形体の製造方法の手順の一部を示すフロー
チャートである。
【図１６】第５の実施の形態に係る粉体焼結成形体の製造方法の手順の一部を示すフロー
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チャートである。
【図１７】第６の実施の形態に係る射出成形体の断面図である。
【図１８】図１７に示す射出成形体を脱脂焼結した状態を示す断面図である。
【符号の説明】
１　金型
５　付加成形部
７　焼結材料成形体
８　焼結材料成形型部
１１　焼結材料

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

(14) JP 3702406 B2 2005.10.5



【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】
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【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】
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